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○豊中市就学援助費支給要綱 
 

（目的） 

第 1 条 この要綱は，学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 19 条の規定に基づき，経済

的理由によって就学が困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対して実施する就学援

助費の支給に関し必要な事項を定め，もって小学校，中学校及び義務教育学校における義

務教育の円滑な実施に資することを目的とする。 

（用語の意義等） 

第 2 条 この要綱において「学齢児童生徒」とは，次の各号のいずれかに該当する者をい

う。 

(1) 本市が設置する小学校，中学校又は義務教育学校に在学する者 

(2) 本市区域内に住所を有し，国，府県又は私立学校法（昭和 24 年法律第 270 号）第

3 条に規定する学校法人が設置する小学校，中学校又は義務教育学校に在学する者（た

だし，特別支援学校に在学する者を除く。） 

(3) 本市区域内に住所を有し，各府県が認可した学校法人「朝鮮学園」が管理運営する

初級学校，中級学校又は初中級学校に在学する者のうち，日本の国籍を有しない者 

2 この要綱において「保護者」とは，学齢児童生徒と生計を同一にし，親権を行う者（親

権を行う者のないときは後見人，後見人もないときは現に当該学齢児童生徒の監護及び

教育をしていると認められる者）をいう。 

3 教育委員会が必要があると認めるときは，第 4 条第 1 項第 2 号に掲げる費目の就学援助

費を支給する場合の第１項の規定の適用について，同項中「在学する者」とあるのは，

「入学予定の者」とすることができる。 

（支給対象） 

第 3 条 就学援助費は，次の各号のいずれかに該当する保護者に支給する（ただし，豊中

市立学校特別支援教育就学奨励費支給要綱（平成 16 年 4 月 1 日制定）の規定による就学

奨励費の認定を受けた児童又は生徒の保護者を除く。）。 

(1) 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 6 条第 2 項に規定する要保護者 

(2) 保護者及び学齢児童生徒と同一世帯に住民登録をしている世帯員全員の所得の合計

が，教育委員会が別に定める認定基準額以下である者 

(3) 次のアからオのいずれかに該当する者 

ア 申込当該年度中に主たる生計維持者である保護者が廃業・失業等（前年度からの

継続を含む。）による場合 

イ 申込当該年度又はその前年度に被災した世帯（家屋が全半壊・全半焼・流失及び

床上浸水した世帯で，保護者及び学齢児童生徒と同一世帯に住民登録をしている世

帯員全員の所得の合計が 10,000,000 円以下であること。） 

ウ 申込当該年度又はその前年度に生活保護法第 6 条第 1 項に規定する被保護者（以

下「被保護者」という。）でなくなった場合 

エ 申込当該年度の市町村民税が非課税の世帯（前年度被扶養家族であり無収入の場

合に限る。） 
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オ 申込当該年度中に主たる生計維持者であった保護者の死亡により，所得が昨年よ

り著しく低下した場合 

カ その他教育委員会が特に必要があると認める場合 

（就学援助費の費目及び支給額） 

第 4 条 就学援助費の費目は，次のとおりとする。また，支給額は，教育委員会が予算の

範囲内で毎年度定める。 

(1) 学用品，通学用品及び校外活動費 

(2) 新入学児童生徒学用品費 

(3) 修学旅行費及び修学旅行代替日帰り体験旅行費 

(4) 学校給食費 

(5) 医療費 

(6) 通学費 

(7) 林間・臨海学舎費及び林間・臨海学舎代替日帰り体験旅行費 

(8) 新型コロナウイルス感染症対策費 

(9) その他教育委員会が前各号に準ずると認める就学に要する経費 

2 生活保護法第 13 条に規定する教育扶助の適用を受けている者に対して実施する就学援

助費の支給は，前項第 3 号及び第 5 号に掲げる費目に限るものとする。 

3 第 2 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に規定する学齢児童生徒の保護者に対して実施する就学

援助の支給は,第 1 項第 1 号から第 3 号まで及び第 7 号に掲げる費目に限るものとする。 

（申込み） 

第 5 条 就学援助費の支給を受けようとする者は，所定の申込書に必要な書類を添付又は

提示し，教育委員会に申し込まなければならない。 

（申込期間） 

第 6 条 前条の規定による申込みは,就学援助費の支給を受けようとする年度の教育委員会

が定める日から 2 月末日までに行わなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず，第 2 条第 3 項の規定を適用する場合の第 4 条第 1 項第 2 号に

掲げる費目の就学援助費に係る申込期間は，教育委員会が別に定める。 

（審査及び通知） 

第 7 条 教育委員会は，第 5 条の規定による申込みがあったときは，第 3 条に規定する受

給要件の有無を審査し，就学援助費の支給について認定又は認定しないことを決定して，

速やかに当該申込者に結果を通知する。ただし，被保護者は，この限りでない。 

（支給時期及び支給方法） 

第 8 条 就学援助費は，豊中市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則（昭和 32 年教

育委員会規則第 3 号）第 2 条第 1 項第 1 号アに規定する第 1 学期相当分を 8 月に，同号

イ及びウに規定する第 2 学期及び第 3 学期相当分を 2 月に支給する。 

2 前項の規定にかかわらず，第 2 条第 3 項の規定を適用する場合の第 4 条第 1 項第 2 号に

掲げる費目の就学援助費の支給時期については，教育委員会が別に定める。 

3 就学援助費の支給は，当該学齢児童生徒の保護者名義の普通預貯金口座への振込みによ

り行う。 
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ただし，当該学齢児童生徒が在学する学校の校長から教育委員会に対し第 4 条第 1 項第

1 号，第 3 号及び第 7 号に掲げる費目の就学援助費の支払いの依頼があったとき又は市長

から教育委員会に対し同項第 4 号に掲げる学校給食費の支払いの依頼があったときは,当

該就学援助費の支給は,それぞれの依頼者への支払いにより行う。 

4 第 1 項及び第 2 項の規定にかかわらず,第 4 条第 1 項第 5 号に掲げる医療費の支給に関

し必要な事項は,教育委員会が別に定める。 

5 前各項の規定にかかわらず，教育委員会が必要と認めるときは，支給時期及び支給方法

を変更することができる。 

（支給対象としない月） 

第 9 条 次の各号のいずれかに該当するときは，当該月は就学援助費の支給対象月としな

い。 

(1) 第 5 条に規定する申込みがあった月の属する学期より前の学期に属する月は，支給

対象としない。ただし，当該年度中に被保護者であった者は，この限りでない。 

(2) 教育扶助の適用月。ただし，第 4 条第 1 項第 3 号及び第 5 号に掲げる費目を除く。 

(3) 当該学齢児童生徒が，月の 15 日以前に第 2 条に規定する要件を喪失した場合及び，

月の 15 日の翌日以後に第 2 条に規定する要件を満たした場合，その日が属する月 

(4) 家庭状況の変化等で，当該申込年度途中に第 3 条に規定する支給要件を喪失した場

合は，その事実の発生した月の属する学期の翌学期以降の月 

(5) 当市以外の地方公共団体から就学援助費の支給を受けていた月 

(6) その他教育委員会が必要があると認めるとき。 

（支給の停止又は中止） 

第 10 条 申込者が次の各号のいずれかに該当するときは，就学援助費の一部又は全部の支

給を停止又は中止する。 

(1) 教育扶助が開始されたとき。 

(2) 当該学齢児童生徒が第 2 条に規定する者でなくなったとき。 

(3) 第 3 条第 1 項第 2 号に規定する支給要件を喪失したとき。 

（認定の取消し） 

第 11 条 教育委員会は，第 7 条の規定により就学援助費の支給の認定を受けた者（以下

「認定者」という。）が次の各号のいずれかに該当するときは，認定の決定を取り消す

ことができる。この場合において，認定者が就学援助費の支給を既に受けているときは，

その全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 虚偽の申込みその他不正な行為により認定を受けたとき。 

(2) その他教育委員会が引き続き認定することが不適当と認めたとき。 

（届出） 

第 12 条 就学援助費の支給の認定を受け，又は支給を受けている者は，次の各号のいずれ

かに該当するときは，直ちにその旨を教育委員会に届け出なければならない。 

(1) 申込みに係る事項に変更が生じたとき。 

(2) 就学援助費の支給要件を喪失したとき。 

（書類の様式） 

第 13 条 就学援助費の申込み，決定通知その他必要な書類の様式は，別に定める。 
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（実施の細目） 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか，就学援助費の支給に関し必要な事項は，教育長が

定める。 

附 則 

1 この要綱は，平成 10 年 4 月 1 日から施行する。 

2 第 4 条第 1 項第 2 号に掲げる費目の就学援助費を支給する場合において，第 2 条第 1 項

に規定する学齢児童生徒の意義（同条第 3 項の規定を適用する場合を含む。）により難

い特別の事情があると教育委員会が認めるときの学齢児童生徒の意義は，同条第 1 項の

規定にかかわらず，教育委員会が別に定める。 

3 令和 2 年度において，第 4 条第 1 項第 3 号並びに同項第 7 号の規定の適用については，

同項第 3 号中「修学旅行費」とあるのは，「修学旅行代替日帰り体験旅行費」と，同項

第 7 号中「林間・臨海学舎費」とあるのは，「林間・臨海学舎代替日帰り体験旅行費」

とする。 

附 則 

 この要綱は，平成 14 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

1 この要綱は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

2 民族学校に在籍する者に係る就学援助費支給要綱（昭和 56 年 4 月 1 日制定）は，廃止

する。 

附 則 

1 この要綱は，平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

1 この要綱は，平成 28 年 4 月 1 日から施行し，改正後の豊中市就学援助費支給要綱第 4

条第 1 項第 4 号の規定は，中学校においては，平成 28 年度第 2 学期以降分の就学援助費

の学校給食費に係る支給について適用する。 

附 則 

  この要綱は，平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
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  この要綱は，平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

  この要綱は，令和 2 年 6 月 30 日から施行する。 

附 則 

  この要綱は，令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

  この要綱は，令和 3 年 6 月 18 日から施行する。 

附 則 

  この要綱は，令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

  この要綱は，令和 4 年 12 月 7 日から施行する。 

 

 

 

 

 

  


